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1. はじめに
　半導体集積デバイスの開発・進展によって 1980
年代に始まった情報化時代は、その後インターネッ
トの普及、モバイル化、クラウド化という進化を経
て、いま情報爆発の時代をむかえている。産業分野
では、情報化時代の当初から製品化プロセスにおけ
るデジタル化が進み、膨大な情報が蓄積されてき
た。その結果、それらの有効な利活用のために「情
報のデジタル化」の意味再考と、その再構築が必要
となっている。ドイツでは、ものづくり産業の高付
加価値化、国際競争力の強化のため、膨大な産業情
報を整理・再構築し、企業や産業分野、さらには国
を越えて利活用することを主体とした Industry4.0
を推進している1）。
　我が国でも、第 5 期科学技術基本計画（2016 年 1
月閣議決定）2）において、サイバー空間とフィジカル
空間を高度に融合し、科学技術分野や産業を超えて
人間中心の社会改革を実現する Society5.0 を掲げ

ている。2018 年 6 月にはこのビジョンの実現に向
けた「統合イノベーション戦略」が閣議決定され3）、
様々な分野のデータが垣根を越えてつながるデータ
連携基盤を整備し、組織や分野を越えたデータの利
活用等を通じた新たな価値の創出を目指している。
　今後、ビッグデータの利活用拡大や IoT（モノの
インターネット）・AI（人工知能）の普及に伴い、製
造業に限らずサービス業や医療・行政機関などでの
データの利活用が急速に進み、データの質の重要性
が増大することが予想される。本稿では、近年活発
化している、データ品質に関する中核的規格に位置
づけられる ISO 8000（Data Quality）の国際標準
化動向について記す。

2. モノからデータへ：重要となるデータ・
クオリティ

　産業応用の面からみた情報のデジタル化とは、現
実世界の「モノ」や「コト」を様々な側面（アスペク
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　国際標準化機構（ISO）では、データ品質規格の中核と位置づけられる ISO 8000（Data Quality）の新規パー
ト開発が活発化している。既に国内外で普及する ISO 9000 が、ビジネスプロセスに関する品質・マネジメン
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ト注1）で切り出して、情報空間へ投影 (Projection、
形・言葉により表現）し、相互に連携させて再構成
することである（図表 1）。現実世界の「モノ・コ
ト」を、情報空間で 100％表現することは不可能で
あり、またその目的により必要とされる側面がおの
ずから限定される場合もある。したがって「モノ・
コト」をどのような側面で情報として切り出すかは、
それを表現しようとする「意図」によって選択・制限
されることになる。産業分野において情報を「構造
化する」際の「意図」とは「事業目的に資する」と
いうことであり、事業目的に沿ったアスペクトを適
切に選択して「モノ・コト」の情報をデジタル化し、
情報空間においてそれらの間を「関係」でつなぐこ
とである（図表 2）。そのためには、①基本単位とし

ての“標準辞書（クラス）”、②「モノ・コト」を①
を組み合わせて表現する“情報構造”、③コンピュー
タが直接理解可能な“表現形式”、④ネットワーク上
でそれらを“交換する手順・仕組み”、そしてそれら
の製品ライフサイクルを越えた永続的利活用を保証
する、セキュリティ・品質・トレーサビリティ等が
必要となる。例えば Digital Twin という言葉は、現
実世界と情報空間が時間的・空間的に同期した状態
のことであり、その状態を連続的に維持する行為・
処理を Digital Twinning という。
　また事業の中身を細かくみていくと、製品化プロ
セスの各フェーズ（設計・開発・試作・製造・流
通・販売・保守など）においてもアスペクトは異な
る。例えば基本設計のアスペクトとは「性能・機能」

図表 1　現実世界のモノの情報化

図表 2　産業における情報の構造化

注 1 本稿では、ISO/IEC 81346 が定める製品プロダクトサイクルにおけるアスペクト（情報整理・構造化の中心となる
とらえ方）の意味で用いる。

 出典：参考文献 1）

 出典：参考文献 1）
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であり、「製造」においては「形状・構成」、製品引
渡し時には「ドキュメント」という具合である。こ
のような思想に基づき構造化・再整理された情報を
企業・産業分野・国を越えて「つなぐ」ためには、
国際コンセンサスに基づく共通の取決めが不可欠と
なってくる。産業分野において欧州を中心に推進さ
れている Industry4.0 は、国際標準群の整備により
それを実現しようとしている。

3. データ・クオリティの国際標準化動向
　国際標準化機構（ISO）では、データ品質規格の中
核と位置づけられる ISO 8000（Data Quality）4）の 
新規パート開発が活発化している。ISO 8000 は、既
に国内外で広く普及する ISO 9000 の関連規格で、
ISO 9000 が「ビジネスプロセスに関する品質・マ
ネジメント」を対象とするのに対し、ISO 8000 は、

そこで扱われる様々な「データの品質」を対象とし
ており、前節で述べた組織間・システム間で情報交
換する際のデータ品質要件・品質評価の方法やプロ
セスを定める規格である。
　ISO 8000 は、TC 184注2/SC 4注3 の中の、Industrial 
Data Quality を担当する作業グループ WG 13 で
協議されている。前節で述べた産業データの利活用に
関する重要な国際標準としては、情報の構造化（形式
知化）（形状を扱う ISO 10303、製品ライフサイク
ル情報全般を扱う ISO 15926、オントロジー辞書の
最重要標準である IEC 61360/62656 等）、セキュ
リティ（ISO/IEC 15408、IEC 62443 等）、セーフ
ティ（IEC 61508 等）がある。また産業データの真正
性・トレーサビリティに関しては、ISO/TC 307 注4 

において Blockchain の国際標準開発が議論されて
いる（図表 3）。
　ISO 9000 では対象がビジネスプロセスであった

注 2 第 184 専門委員会。Automation systems and integration を所掌する。
注 3 第 4 分科委員会。Industrial data に関する国際標準を所掌する。本分科委員会は、投票権を持つ P メンバー15 か国（中

国、フランス、ドイツ、イタリア、日本、韓国、オランダ、ノルウェー、ロシア、南アフリカ、スペイン、スウェーデン、
スイス、英国、米国）、及び投票権を持たない O メンバー 15 か国・地域（オーストリア、ベラルーシ、ベルギー、チェコ、
デンマーク、フィンランド、香港、ハンガリー、リトアニア、モンゴル、ポルトガル、ルーマニア、サウジアラビア、
セルビア、スロバキア）から構成される。（2018 年 10 月現在）4）

注 4 第 307 専門委員会。Blockchain and distributed ledger technologies （ブロックチェーンと分散型台帳技術）を
所掌する。

図表 3　産業データの構造化の概念

 参考文献 1）を基に科学技術予測センターにて作成
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ことから、規格適合評価においては、認証機関の審
査員による評価を主としたが、ISO 8000 では、図
表 4 に示すように、３つのクライテリアのレベル

（Syntactic, Semantic, Pragmatic Quality）にお
いて、明示的、完全で、コンピュータ処理可能なデー
タ品質要件を定めるという大きな特徴がある。その
ため膨大な産業情報に対して属人性を排除した厳密
なデータ品質評価を瞬時に行うことができるなどの
点で、Society5.0 が目指す安全・安心で豊かな情報
社会の重要な役割を担う可能性もある。米国では特
定の形式の情報に対する ISO 8000 の適合評価を
請け負う認証ビジネス5）が既に始まっている。
　ISO 8000 シ リ ー ズ の 各 規 格 は、Part 1 概 要

（2011 年 ）、Part 2 用 語（2017 年 ） な ど 13 の
パートが発行済みであり、また引き続き現在 7 つの
パートが開発中である（図表 5）。海外においては
既に、ドイツ・鉄道ネットワーク（Part 150）、韓
国・政府機関（Part 61）、サウジアラビア・サプラ
イチェーン（Part 115）などで、ISO 8000 に準拠
したデータ運用がされている。事業全体のデータ品
質のシステム的自動管理が可能となるため、海外で

は鉄道・ヘルスケア・鉱業・石油ガス・金融・自動
車・海事・電力など幅広い分野で適用され大きな効
果を上げている（図表 6）。6）

4. Society5.0 の実現に向けて
　科学技術・学術政策研究所（NISTEP）が実施し
た「第 10 回科学技術予測調査−国際的視点による
シナリオプランニング」7）では、我が国の産業の国
際競争力を強化し、将来に向けて持続的な発展を実
現していくための「ものづくり」の重要な方向性と
して、ICT やサービスとの高度融合による高付加価
値化、あるいは新たな価値創造が挙げられた（図表
7）。Industry4.0 を掲げるドイツを中心とする欧州
では、ものづくり分野での新たな価値創造と国際競
争力確保のために、国際標準化を積極的に主導して
いる。近年サービス分野では、新たな価値の創造を
目指し、基本的なサービス品質を超える“サービス
エクセレンス”が提唱され、2017 年 9 月には ISO
に新たな技術委員会（TC 312）が設立され国際標
準化への議論が開始されている8）。ISO 8000 にお

図表 4　ISO 8000 の適合評価方法

図表 5　ISO 8000 シリーズの構成と主な規格（開発中含む）

 出典：参考文献 1）

 出典：参考文献 6）
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図表 6　ISO 8000 シリーズの適用事例

 出典：参考文献 6）

いても、ものづくりと ICT の様々な融合を実現する
際の基幹ルールとなる。
　国内では、産業データ全般に関する国際標準の
審議を対象とする ISO/TC 184/SC 4 に対応する
国内審議団体として、一般財団法人製造科学技術
センター内に SC 4 国内対策委員会が設置されてい
る。一方、内閣府では、総合科学技術・イノベー
ション会議（CSTI）傘下の Society5.0 重要課題
ワーキンググループやデータ連携基盤サブワーキン
ググループなどが活動を推進しており、これら２つ
のコミュニティの橋渡しを目的として、産学官によ
る Society5.0 国際標準化タスクフォースが 2018
年 3 月に発足し、その後国内審議団体の立ち上げと
Society5.0 国際標準化の準備を進めている9）。これ
ら Society5.0 ワーキンググループにおいて、デー
タ品質は重要な課題として挙がっている。
　ISO 8000 の開発状況であるが、開発の始まった
初期（2006 年～）及び Part 311 の開発においては
日本が強く関与していた。しかし現在の審議の中心

は韓国が提案している Part 60 シリーズであり、一
方日本の産業界の関心は薄く、積極的に審議に参加
する状態にはない。今後 IoT の普及や様々な計測・
観測技術の進展により、情報・データが増大するこ
とが予想される中、サイバー空間とフィジカル空間
を高度に融合する Society5.0 において、国際競争
力の確保などを実効的かつ戦略的に実現するための
課題の一つとしてデータ品質が重要課題の一つとし
て挙がっている点を鑑みれば、その中核規格と位置
づけられる ISO 8000 の国際標準開発審議への積
極的参加は不可欠である。ISO 9000 に関連する重
要な規格として「キリ番」がつけられた ISO 8000
は、今後製造分野にとどまらず、サービスや医療分
野、さらには行政や公共機関の各種データベースの
構築・公開にも及ぶと予想される。
　これまで、日本は業界ごとの国際標準化には積極
的に参画してきたが、今後は、公共サービスを含む
産業全体を包括する ISO 8000 の新規規格策定に、
業界そして産学官の垣根を越えて提案段階から参画

図表 7　ものづくりの高付加価値化に関わる国際標準
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する必要がある。特に産業分野ごとに固有のデータ
品質を定めるパート（300 番代）は、日本のものづ
くりの強みを国際標準によりリードできる機会でも
ある。日本の国際競争力を確保するために、「ルール
フォロワー」から「ルールメーカー」へ、自ら国際
市場を切り開くべく、国際標準協議への積極的参加
が求められる。
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